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JAL連結営業利益

当初目標は 757 億円

2011 年 4～9 月の業績で

予想を 1400 億円に上方修正

2011 年 4-12 月の業績で

目標 1800 億円に再上方修正     そして

２０１２年３月期決算 ２０４９億円

2011 年 3 月期の 1884 億円を上回って

       2 年連続で過去最高を更新

＜日航＞営業利益２０４９億円…今秋再上場へ追い風

毎日新聞より

経営再建中の日本航空が１４日発表した１２年３月期連結決算は、本業のもうけを

示す営業利益が２０４９億円と、２月に予想した１８００億円を大きく上回り、１１

年３月期（１８８４億円）に続き２期連続で過去最高を更新した。新中期経営計画を掲

げる日航の再建への道筋が明確となり、今秋の株式再上場も後押ししそうだ。

「社員全員が油断することなく、厳しい環境の中で懸命に努力した結果だ。欧州危機

や原油高騰など先行き不透明感はあるが、リスクが発生しても着実に収益を上げる経



営体質になっている」。植木義晴社長は記者会見の冒頭、こう強調した。

東日本大震災やタイの洪水などの逆風で、国際線、国内線とも旅客数は減少し、前

期比１４．６％減に落ち込んだ。しかし前期末に２２７機だった使用航空機を２１５

機体制に整理するなど路線ごとに投入機材を見直して収益性を高めたうえで、コスト

削減を徹底。再建のため日航に乗り込んだ稲盛和夫名誉会長が京セラから持ち込み、

昨年４月に導入した部門別採算制度も利益を押し上げた。稲盛名誉会長は「倒産となれ

ば普通は気持ちがなえてしまう。だが社員は一丸となり、社会にお返ししようと頑張

ってくれた」と神妙な表情で述べ、社員の努力をねぎらった。

１２年３月期の売上高は１兆２０４８億円。一方、１３年３月期は売上高を１兆２

２００億円、営業利益を１５００億円と見込む。燃油費の上昇などを考慮し減益予想

だが、引き続き高水準を目指す。植木社長は「新中期経営計画で差別化として挙げたブ

ランド力、商品力、コスト競争力向上を確実に実施して必ず達成する。世界最高のサ

ービスを提供すべく努力したい」と語り、同計画を断行する意向を改めて強調した。

◇新中期経営計画◇

日本航空は２月、植木義晴社長の就任と同時に、経営破綻後として初の成長戦略と

なる新中期経営計画を発表した。再生を目指す中で培った高収益体質を維持しながら、

国際線の中長距離線に集中投資して経営の基盤強化を図ることを目指している。

具体的には１２～１６年度の５年間で、グループ全体で４７８０億円の航空機投資

を実施▽「戦略的機材」と位置づける高効率のボーイング７８７の発注を１０機増やし

４５機に拡大▽１６年度の中小型機比率を１１年度比６ポイント増の８４％に▽５年

間で運航コスト５００億円を追加削減▽人員数は５年後も現在の３万２０００人規模

を維持▽５年連続で連結営業利益率１０％以上－－などを柱として掲げた。
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極めて高いイベントリスク耐性   

     解雇の必要性はまったく無い

原告の「解雇時点ですでに計画上の想定を上回る業績となっており、解雇の必要性は

なかった」旨の主張に対し、被告会社は

「売上の基礎となる需要の変動可能性が高く，イベントリスク(燃料費の高騰，世界的



金融危機，テロ等による突発的な収益の大幅悪化要因)の発生等によって数百億円から

一千億円規模の減益となる航空事業の特性からすれば，一時的に計画を上回った業績

であったとしても，たちどころに財務状態が悪化する危険性を有しており(収益の改善

は短期的な視点でとらえるべきでなく，長期的視点をも加味する必要がある。) ，運

航に必要となる運航乗務員数を上回る人員を継続して雇用することができる状態には

ない」と述べています。（乗員裁判判決より）

しかし、東日本大震災、タイの大洪水、欧州の金融危機などの大きなイベントの中で

も、業績が 2 年連続で過去最高を更新しました。解雇の必要性がなかったことがここ

でも証明されています。

皆様、引き続き整理解雇撤回を支援する為の

カンパ（2012年度）にご協力お願いします

次ページに関連の記事




